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１．医師の働き方改革に関する調査結果（概要）

【目的】
令和6年4月より医師の働き方改革が施行され 9 か月が過ぎ、 各大学病院において新た

に明らかとなった課題等が生じてきている可能性もあることから、令和6年4月の調査に引
き続き各大学病院の取組状況を把握するために調査を実施

【実施委員会】 医師の働き方改革検討委員会 委員長 前田 嘉信

〇 病院向け調査

【調査対象】会員８1大学 【回答状況】 81大学

【調査期間】 ２０２5年1月7日～2月7日

〇 医師個人向け調査
【調査対象】 大学病院に勤務する医師 【回答状況】 2,962人 有効回答：2,954人
【調査期間】 2025年1月16日～2月28日

「医師の働き方改革に関するアンケート調査」 概要
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1．医師の働き方改革に関する調査結果（特例水準医師数）

割合医師数特例水準

45.2%19,136A水準

13.9%5,885B水準

26.1%11,033連携B水準

1.6%677C-1水準

0.0%20C-2水準

13.2%5,586一般則適用

100.0%42,337合 計

〇 各特例水準毎の申請医師数及び特例水準対象以外の医師数

・ 特例水準連携Bを申請している医師の割合は、前回の調査では 26.1％となっていたが、今回の調査で
は 24.0％との回答があった。また、前回に比べてA水準は2.8％増加している。

令和６年5月調査 令和７年１月調査

割合医師数特例水準

48.0%20,068A水準

13.9%5,816B水準

24.0%10,052連携B水準

1.3%563C-1水準

0.0%19C-2水準

12.7%5,327一般則適用

100.0%41,845合 計

※全国医学部長病院長会議「医師の働き方改革に関するアンケート調査（2025年1月）」
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1.医師の働き方改革に関する調査結果（週平均労働時間）

・令和6年4月時点と今回の調査結果を比較すると、週平均総労働時間が６０時間以上の医師の割合は 2２.４％
から 24.7％に ２．３％増加している。

※全国医学部長病院長会議「医師の働き方改革に関するアンケート調査（2025年1月）」

令和6年５月調査 令和７年１月調査

○ 週平均労働時間数
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18.0%

57.7%

16.3%

3.8%

1.9%

1.0%

0.7%

0.4%

0.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

兼業・副業はしていない

週5時間～10時間未満

週10時間～15時間未満

週15時間～20時間未満

週20時間～25時間未満

週25時間～30時間未満

週30時間～35時間未満

週35時間～40時間未満

週40時間以上

週当たりの兼業・副業先での労働時間

1 兼業・副業先数に変更はない 69

2 兼業・副業先数は減少した 3

3 兼業・副業先は増加した 5

4 その他 4

1 派遣について特に変更はない 53

2 派遣を取りやめた（検討中も含む） 9

3
兼業先で夜勤した翌日に自院でのインターバルを取れるよう工夫
するなど、勤務体制の見直しにより対応している（検討中を含む）

24

4 その他 18

・ 兼業、副業先の派遣箇所数について、前回の調査では９大学が派遣の取りやめたもしくは検討中との回答
であったが、今回の調査では、兼業・副業先が減少したと回答した大学は3大学だった。
・平均的な兼業・副業先での労働時間を比較すると、前回調査と大きな変化はなかった。

〇 兼業・副業先への派遣箇所数について

〇 平均的な兼業・副業先での労働時間(個人調査）

※全国医学部長病院長会議「医師の働き方改革に関するアンケート調査（2025年1月）」

1．医師の働き方改革に関する調査結果（医師の派遣箇所数等）

令和６年5月調査 令和７年１月調査

令和６年5月調査 令和７年１月調査

10.4%
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21.4%

5.4%

2.4%
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0.6%

0.5%

0.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

兼業・副業はしていない

週5時間～10時間未満

週10時間～15時間未満

週15時間～20時間未満

週20時間～25時間未満

週25時間～30時間未満

週30時間～35時間未満

週35時間～40時間未満

週40時間以上

週当たりの兼業・副業先での労働時間
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１．医師の働き方改革に関する調査結果（増員状況）

※全国医学部長病院長会議「医師の働き方改革に関するアンケート調査（2025年1月）」

・医師及び医師の負担軽減のためのタスクシフト/シェアへの対応として、各大学では毎年増員を行ってお
り、令和５年４月１日現在の教職員数と今回調査した令和７年１月１日現在を比較すると医師で 961人、看
護師で 540人臨床工学技士等で 160人、医師事務作業補助者で 384人と全体で 5,282人が増員と
なっている。さらに、令和７年度に増員する予定の人数は 2,642人であった。

増員率
（対R5.4.1）

(A)/(C)

令和７年１月1
日現在（C）

令和６年４月1
日現在(B)

令和５年４月1
日現在（A)

職 種

818181回答校

101.9%49,75749,09848,796医師

100.7%76,00276,15675,462看護師

101.7%5,3635,3185,273薬剤師

104.0%4,4994,4114,327診療放射線技師

102.5%6,3936,2466,237臨床検査技師

107.6%2,2572,2222,097臨床工学技士

106.5%2,1082,0661,980理学療法士

108.9%855817785作業療法士

102.7%571552556言語聴覚士

106.0%730706689視能訓練士

158.3%957160救命救急士

113.5%3,2383,0452,854医師事務作業補助者

119.6%15,46013,08512,930その他

103.3%167,328163,793162,046合計

103.3%2,0662,0222,0011大学平均

（単位：人）

注）非常勤職員も含む。

令和7年度末
予定数(C）

+(D)

令和7年度増
員予定数(D)

60

50,247491

77,2471,245

5,516153

4,57677

6,499106

2,370113

2,222114

89641

59221

74616

13439

3,356118

15,569109

169,9702,642

2,11044

増員数
（対R5.4.1）

(C)-(A)

961

540

90

172

156

160

128

70

15

41

35

384

2,530

5,282

65

更に増員
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84.1%

75.6%

81.7%

46.3%

41.5%

72.0%

50.0%

58.5%

47.6%

75.6%

40.2%

64.6%

87.8%

76.8%

79.3%

48.8%

41.5%

75.6%

53.7%

61.0%

46.3%

75.6%

36.6%

61.0%

10.0% 30.0% 50.0% 70.0% 90.0%

複数主治医制/チーム制の実施

救命救急センター等の２４時間稼働部署への交代制勤務の導入

患者・家族への説明等の勤務時間内実施

カンファランス等の勤務時間内実施

カンファランス等のIT化による参加者の縮減

院内会議の削減、参加人員の削減、勤務時間内開催などの見直し

複数診療科合同による宿日直箇所(宿日直者)の削減

オンコール体制による宿日直箇所（宿日直者）の削減

夜勤明け勤務の廃止、縮小（時間短縮）

連続勤務時間の制限

ICTを活用した業務の見直し（申し送り、スケジュール等の情報共有）

有給休暇取得の奨励（年間の休暇取得目標設定と計画・実行による休暇取得）

医師の勤務時間短縮に向けた取組の比較（R6.5月、R7.1月調査）

R6.5月調査 R7.1月調査

１．医師の働き方改革に関する調査結果（勤務短縮への取組）

〇 医師の勤務時間短縮に向けた取組の比較（R6.5月、R7.1月調査）

※全国医学部長病院長会議「医師の働き方改革に関するアンケート調査（2025年1月）」

・医師の勤務時間短縮に向けて、前回の調査と同様に、複数主治医制の導入、勤務時間内での患者へ
の説明などに取り組んでいる。



一般社団法人 全国医学部長病院長会議

9

1.2%

3.2%

5.8%

14.6%

36.0%

64.8%

92.8%

21.0%

31.8%

37.8%

46.0%

40.6%

32.0%

23.8%

5.4%

34.6%

38.0%

29.7%

30.7%

26.0%

19.3%

8.2%

1.8%

25.6%

24.3%

21.7%

13.9%

15.6%

7.3%

1.6%

14.6%

3.1%

6.8%

2.6%

2.4%

0.7%

2.8%

1.6%

0.8%

1.1%

0.7%

4.7%

1.6%

1.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

教授(N=255)

准教授(N=249)

講師(N=274)

助教(N=288)

医員(N=150)

専攻医(N=122)

臨床研修医(N=111)

総計(N=1,449)

令和６年４月の週平均研究時間（職位別）

0時間 1～5時間 6～10時間 11～20時間 21～30時間 31時間以上

1.6%

5.7%

6.8%

16.9%

39.7%

71.5%

89.5%

22.2%

34.3%

35.9%

46.6%

48.0%

29.0%

22.8%

8.1%

37.8%

35.2%

28.4%

27.7%

22.0%

16.0%

3.8%

0.8%

22.6%

22.6%

23.8%

13.7%

9.5%

7.7%

1.1%

1.6%

12.8%

5.1%

5.1%

3.1%

2.3%

3.0%

0.4%

3.1%

1.2%

1.1%

2.1%

1.2%

4.7%
0.4%

1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

教授(N=429)

准教授(N=370)

講師(N=483)

助教(N=810)

医員(N=300)

専攻医(N=363)

臨床研修医(N=124)

総計(N=2,779)

令和６年の週平均研究時間（職位別）

0時間 1～5時間 6～10時間 11～20時間 21～30時間 31時間以上

2．医師の働き方改革に関する調査結果（研究時間数）

※全国医学部長病院長会議「医師の働き方改革に関するアンケート調査（2025年1月）」

〇 週当たりの研究時間の比較（職位別）

・令和６年の週平均研究時間（職位別）を調査したところ、前回調査の令和６年４月の週平均と比較すると
全職位の研究時間週５時間以内が ５５.６％から ６０％に増加しており、助教で比較すると 5時間以内が
55.2％から 64.9％に増加、改めて研究時間の減少が課題となっている。

（参考）令和６年5月調査
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0.9%

1.1%

0.6%

0.5%

0.3%

1.1%

2.4%

0.8%

3.0%

2.7%

1.2%

1.4%

4.3%

2.3%

4.0%

2.3%

17.2%

4.9%

5.0%

3.8%

3.7%

1.9%

10.5%

6.3%

30.5%

18.4%

12.6%

7.3%

12.7%

1.1%

4.0%

13.1%

26.8%

29.5%

25.3%

18.9%

12.0%

9.5%

4.0%

20.3%

16.8%

23.5%

30.8%

31.3%

26.0%

20.9%

24.2%

26.1%

4.7%

20.0%

24.4%

36.8%

41.0%

63.1%

50.8%

31.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

教授(N=429)

准教授(N=370)

講師(N=483)

助教(N=809)

医員(N=300)

専攻医(N=263)

臨床研修医(N=124)

総計(N=2,778)

令和６年の週平均診療時間（職位別）

0時間 1～5時間 6～10時間 11～20時間 21～30時間 31～40時間 41時間以上

0.4%

0.4%

0.6%

1.5%

3.0%

0.6%

4.7%

0.4%

1.8%

0.3%

4.4%

1.5%

9.1%

2.7%

15.7%

6.0%

2.2%

3.1%

1.3%

6.0%

3.8%

5.7%

35.0%

21.6%

19.4%

10.6%

6.3%

4.5%

16.3%

27.2%

34.0%

26.7%

20.5%

17.5%

7.5%

8.3%

22.5%

12.6%

19.6%

23.1%

32.8%

23.8%

24.8%

26.5%

23.1%

4.3%

18.4%

26.4%

32.8%

46.3%

58.6%

44.7%

29.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

教授(N=254)

准教授(N=250)

講師(N=273)

助教(N=293)

医員(N=160)

専攻医(N=133)

臨床研修医(N=132)

総計(N=1,495)

令和６年４月の週平均診療時間（職位別）

0時間 1～5時間 6～10時間 11～20時間 21～30時間 31～40時間 41時間以上

2．医師の働き方改革に関する調査結果（診療時間数）

・令和６年の週平均診療時間（職位別）を調査したところ、前回調査の令和６年４月の週平均と比較すると
全職位の診療時間週３１時間以上が ５2.3％から 57.1％に増加しており、助教で比較すると 65.６%か
ら 68.1％に増加、大学病院の経営状況の悪化による影響も考えられる。

※全国医学部長病院長会議「医師の働き方改革に関するアンケート調査（2025年1月）」

〇 週当たりの診療時間の比較（職位別）

（参考）令和６年5月調査
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14.6%

12.3%

9.0%

6.1%

2.3%

8.6%

20.0%

17.4%

15.2%

10.7%

2.2%

13.5%

47.1%

55.8%

66.2%

77.2%

90.1%

68.0%

18.3%

14.6%

9.6%

5.9%

5.4%

9.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

60代

以上

50代

40代

30代

20代

総計

令和６年の週平均業務別労働時間

（年代別：割合）

教育時間割合 研究時間割合 診療時間割合 その他

時間割合

17.0%

15.2%

11.0%

6.9%

4.3%

10.5%

18.3%

17.8%

15.4%

11.8%

1.4%

13.3%

43.1%

52.5%

64.2%

74.2%

87.4%

65.6%

21.7%

14.5%

9.4%

7.1%

6.8%

10.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

60代

以上

50代

40代

30代

20代

総計

令和６年４月の週平均業務別労働時間

（年代別：割合）

教育時間割合 研究時間割合 診療時間割合 その他

時間割合

2．医師の働き方改革に関する調査結果（週平均業務別労働時間）

※全国医学部長病院長会議「医師の働き方改革に関するアンケート調査（2025年1月）」

7.6

6.4

4.8

3.2

1.2

4.5

10.5

9.0

8.2

5.6

1.1

7.1

24.6

29.0

35.6

40.2

45.6

35.7

9.5

7.6

5.2

3.1

2.7

5.2

0 10 20 30 40 50 60

60代

以上

50代

40代

30代

20代

総計

令和６年の週平均業務別労働時間

（年代別：時間）

平均教育時間 平均研究時間 平均診療時間 平均その他時間

8.5

8.2

5.9

3.9

2.5

5.8

9.1

9.7

8.3

6.6

0.8

7.3

21.6

28.8

33.9

40.1

44.6

34.9

10.9

7.9

4.9

3.8

3.5

5.6

0 10 20 30 40 50 60

60代

以上

50代

40代

30代

20代

総計

令和６年４月の週平均業務別労働時間

（年代別：時間）

平均教育時間 平均研究時間 平均診療時間 平均その他時間

時間

・令和６年の週平均業務別労働時間（職位別）を調査したところ、診療に従事する時間が30代週平均40.
２時間（7７.2％）、40代週平均3５.６時間（6６.2％）と増加し、研究に従事する時間は30代週平均５.6
時間（1０.７％）、40代週平均8.２％（15.２％）と減少している。大学病院の経営状況の悪化によるものと
思われる。

（参考）令和６年５月調査

時間
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18.8%

14.5%

13.5%

13.2%

12.2%

10.3%

17.3%

25.0%

14.4%

37.5%

38.4%

38.3%

40.8%

38.4%

39.7%

41.7%

25.0%

39.1%

28.0%

30.2%

29.4%

27.0%

27.3%

28.8%

28.0%

50.0%

28.5%

15.7%

16.9%

18.8%

19.1%

22.1%

21.2%

0.0%

18.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

教授(N=261)

准教授(N=255)

講師(N=282)

助教(N=304)

医員(N=172)

専攻医(N=156)

臨床研修医(N=168)

大学院生(N=4)

総計(N=1,602)

ＩＣＴ化が働き方改革において、業務の効率化に寄与すると感じますか（職位別）

感じる やや感じる あまり感じない ほとんど感じない

3.9%

3.5%

2.6%

1.2%

3.5%

4.6%

7.6%

3.1%

28.5%

26.5%

19.4%

17.5%

15.7%

21.4%

33.5%

21.7%

41.6%

39.1%

37.7%

38.6%

43.4%

40.1%

36.1%

39.5%

26.0%

30.8%

40.3%

42.7%

37.4%

33.9%

22.8%

35.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

教授(N=438)

准教授(N=373)

講師(N=496)

助教=(N834)

医員(N=318)

専攻医(N=304)

臨床研修医(N=158)

総計(N=2,921)

ＩＣＴ化が働き方改革において、業務の効率化に寄与すると感じますか（職位別）

感じる やや感じる あまり感じない ほとんど感じない

〇 ＩＣＴ化が働き方改革において、業務の効率化に寄与すると感じますか（職位別）

（参考）令和６年5月調査

・「ＩＣＴ化が業務の効率化に寄与しないと感じる」割合が４６．５％から７５．２％と増加し、ＩＣＴ
化による業務効率化への期待が薄くなっている。

2．医師の働き方改革に関する調査結果（ICTによる業務効率化の影響）

※全国医学部長病院長会議「医師の働き方改革に関するアンケート調査（2025年1月）」
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0.5%

0.2%

2.0%

21.0%

17.3%

23.3%

6.1%

0.2%

3.2%

3.2%

18.8%

49.8%

55.5%

64.4%

21.1%

2.1%

8.1%

13.7%

32.7%

17.9%

21.3%

11.0%

17.7%

10.0%

32.3%

43.5%

34.1%

8.8%

3.3%

24.0%

42.9%

40.3%

28.6%

9.6%

1.9%

1.3%

1.2%

19.6%

29.5%

11.0%

7.9%

2.0%

0.6%

1.3%

7.9%

11.6%

3.5%

2.0%

0.4%

2.6%

3.2%

1.6%

0.8%

0.4%

0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

教授(N=438)

准教授(N=372)

講師(N=496)

助教(N=833)

医員(N=319)

専攻医(N=301)

臨床研修医(N=163)

総計(N=2,922)

令和６年大学からの年間給与支給総額（職位別）

300万円未満 300万円～

500万円未満

500万円～

700万円未満

700万円～

900万円未満

900万円～

1,100万円未満

1,100万円～

1,300万円未満

1,300万円～

1,500万円未満

1,500万円以上

〇 大学からの年間給与支給総額（職位別）

※2024.9.28配信 医療ニュースm3

JCHO病院国立病院労災病院
区分

年間給与総額平均年齢年間給与総額平均年齢年間給与総額平均年齢

2,02９万円６５．８歳1,952万円62.8歳院長

1,635万円55.4歳1,613万円55.9歳医長以上

1,44９万円52.3歳診療部長

1,420万円50.0歳1,524万円53.1歳1,261万円43.2歳診療科長（医長）

1,158万円41.9歳1,212万円43.1歳1,047万円３７.9歳役職なし

大学病院

年間給与総額職位

900万円～1,100万円未満教授

900万円～1,100万円未満准教授

７００万円～９００万円未満講師

700万円～9００万円未満助教

300万円～５００万円未満医員

※全国医学部長病院長会議「医師の働き方改革に関するアンケート調査（2025年1月）」

2．医師の働き方改革に関する調査結果（給与支給額）
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2．医師の働き方改革に関する調査結果（新たに明らかになった課題）

※全国医学部長病院長会議「医師の働き方改革に関するアンケート調査（2025年1月）」

○ 人材不足やタスクシフトに関する課題

・ 医師事務作業補助者やメディカルスタッフの不足により、タスクシフト/シェアが十分に機能して
いない。

・ 看護師や薬剤師の人員が不足している。

○ 労働時間管理に関する課題

・ 長時間労働医師の面接指導や代償休息付与が負担となっている。
・ 時間外労働の管理が煩雑で、給与計算にも影響が出ている。
・ 変形労働時間制の導入により、手当の減少など給与への影響が出ている。

○ 病院経営や医療提供体制に関する課題

・ 人件費の増加や収益減少により、病院経営に影響が出ている。
・ 教育・研究時間の減少により、医師のキャリア形成や医療の質の低下が懸念される。
・ 地域医療への貢献と特例水準該当者の削減の両立が難しい。
・ 二次救急医療機関との連携不足により、三次救急医療機関に負担が集中している。

○ その他

・ 事務作業が増大している。
・ 時間外申請・承認の遅延がみられる。
・ 特定の診療科や人物への負担が集中している。
・ 医療DXに対応できる人材が不足している。
・ 財源が不足し整備が遅れている。
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3．大学病院の経営に関する調査結果(概要）

【目的】
令和6年度診療報酬改定に伴う各大学病院への影響や諸課題について、次期診療報酬改定

に向けた要望事項を整理するための調査を実施

【実施委員会】 大学病院の医療に関する委員会、DPCに関するWG
委員長 冨田 善彦

〇 調査対象：会員８2大学 回答状況：77大学（速報版）

○ 調査期間 ： ２０２5年2月26日～3月26日

「大学病院の経営に関するアンケート調査」 の概要について
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31.2%

22.1%

32.5%

67.5%

66.2%

66.2%

45.5%

23.4%

13.0%

20.8%

51.9%

48.1%

51.9%

36.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

①病院所属の全職員

②医師

③４０歳以下の医師

④看護師

⑤薬剤師

⑥その他の医療技術職員

⑦その他

診療報酬改定に伴う賃金増の対象職種（複数回答）

常勤職員

非常勤職員

32.5%

2.6%

0.0%

13.0%

18.2%

20.8%

14.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

令和6年4月～5月

令和6年6月

令和6年7月～9月

令和6年10月～12月

令和7年1月～3月

令和７年４月以降

人事院勧告に関する賃上げは行わない

人事院勧告に伴う給与改定の実施時期（複数回答）

53.2%

20.8%

18.2%

27.3%

27.3%

27.3%

24.7%

31.2%

11.7%

11.7%

19.5%

19.5%

20.8%

15.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

①病院所属の全職員

②医師

③４０歳以下の医師

④看護師

⑤薬剤師

⑥その他の医療技術職員

⑦その他

人事院勧告による賃金増の対象職種（複数回答）

常勤職員

非常勤職員

16.9%

42.9%

7.8%

13.0%

9.1%

14.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

①令和6年4月～5月

②令和6年6月

③令和6年7月～9月

④令和6年10月～12月

⑤令和7年1月～3月

⑥令和７年４月以降

診療報酬改定に伴う賃金増の実施時期（複数回答）

３．大学病院の経営に関する調査結果（賃上げの状況-①）

・ 診療報酬改定、人事院勧告に伴う医師等の賃上げへの対応状況では、診療報酬改定分では医療職を対
象とし、人事院勧告への対応では全職員を対象職種としている。

【対象職種】

○ 診療報酬改定に伴う賃金増
【実施時期】

【対象職種】
○ 人事院勧告に伴う賃金増

【実施時期】

※全国医学部長病院長会議「大学病院の経営に関するアンケート調査（2025年2月）」
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外来・在宅ベース

アップ評価料, 

6百万円

入院ベースアップ

評価料, 150百万円

初診・再診料,

6百万円

入院基本料、特定

集中治療室管理料

等, 148百万円

賃金増に必要な経費, 

543百万円

賃金増に必要な経費,

697百万円

0百万円

100百万円

200百万円

300百万円

400百万円

500百万円

600百万円

700百万円

800百万円
診療報酬改定に伴う増収分と賃上げに必要な経費（１大学病院当り）

外来・在宅ベースアップ評価料 入院ベースアップ評価料 初診・再診料

入院基本料、特定集中治療室管理料 等 賃金増に必要な経費

２０２４年度所要額 ２０２5年所要額（見込）２０２４年度増収額

311百万円

543百万円

697百万円

３．大学病院の経営に関する調査結果（賃上げの状況-②）

・ ２０２４年度の診療報酬改定等による１大学病院当の収入額は、ベースアップ評価料や入院
基本料等の加算分で 3.1億円が増収となっている。一方、賃上げに必要な経費は 5.4億円
が必要となることから、１大学病院当り ２.3億円相当を独自で負担、次年度もさらに １.５億
円増加する見込みとなっている。

○ 診療報酬改定に伴う増収と賃上げに必要な経費

病院持ち出し分
232百万円

※全国医学部長病院長会議「大学病院の経営に関するアンケート調査（2025年2月）」

病院持ち出し分
154百万円
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7,522 

4,729 

219 

1,452 

14,206 

969 

1,864 

108 

3,108 

13,402 
31 

1,003 

10,444 

379 

3,889 

17,971 

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000

①オンライン資格確認 顔認証カードリーダーの導入にかかる経費

②電子処方箋の導入

③HPKIカードの取得

④HPKIカードリーダーの導入

⑤オフラインバックアップの仕組みの導入【電子カルテ】

⑥オフラインバックアップの仕組みの導入【医事会計システム】

⑦緊急時医療情報閲覧機能への対応

⑧電子カルテ情報共有サービスへの対応

医療ＤＸ推進に伴う必要経費について（１大学病院当り平均）

これまでに要した経費 今後必要となる経費

３．大学病院の経営に関する調査結果（医療DXの状況）

・ 大学病院の医療DX推進に必要な経費を調査した結果、１大学病院当りのこれまでに要し
た経費は 31,069千円である。今後必要となる経費は 50,227千円となり、医療DXを推
進していくためには1大学病院当り、 81,296千円が必要となる。

○ 国が進める医療DXの推進に必要な経費

○ 独自に進める業務効率化等に関する医療DXの導入に必要な経費

導入予定（抜粋）

※全国医学部長病院長会議「大学病院の経営に関するアンケート調査（2025年2月）」

単位：千円

（単位：千円）
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94,185 

65,322 
71,726 

51,963 
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地域医療勤務環境改善体制整備特別事業 勤務環境改善医師派遣等推進事業

地域医療介護総合確保基金の交付状況（１大学病院当り）

令和６年度申請額 令和６年度補助額

３．大学病院の経営に関する調査結果（地域医療介護総合確保基金）

・地域医療介護福祉総合確保基金の交付状況を調査したところ、１大学病院当りにすると地
域医療勤務改善体制整備特別事業の交付状況は 76.2％、勤務環境改善医師派遣等推進
事業は 79.5％であったが、自治体により交付の状況は様々であり、令和６年度は実施しな
い自治体もあった。

交付率：76.2％

交付率：79.5％

◆ 自治体が事業を実施していないと回答のあった大学

・ 地域医療勤務改善体制整備特別事業 ７大学 （岩手県、山形県、群馬県、山梨県、新潟県、京都府、島根県）

・ 勤務環境改善医師派遣等推進事業 １８大学 （北海道、岩手県、宮城県、群馬県、茨城県、山梨県、新潟県、長野県、

岐阜県、島根県、愛媛県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県）

※全国医学部長病院長会議「大学病院の経営に関するアンケート調査（2025年2月）」

○ 地域医療介護福祉総合確保基金の交付状況（１大学病院当り）

千円
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ミキシング後に患者

様態変化による廃棄, 

1,486千円, 35%

ミキシングミス

による廃棄, 

675千円, 16%

使用期限切れに

よる廃棄, 

1,365千円, 

32%

その他の理由に

よる廃棄, 

714千円, 17%

高額医薬品の廃棄金額（１大学病院当り）

令和６年１月～１２月実績

ミキシング後に患者様態変化による廃棄 ミキシングミスによる廃棄
使用期限切れによる廃棄 その他の理由による廃棄

医薬品 購入総額, 

4,205百万円, 

42%高額医薬品 購入総

額, 5,855百万円,

58%

医薬品購入額と高額医薬品購入額（１大学病院当り）

令和６年１月～１２月実績

医薬品 購入総額 高額医薬品 購入総額

３．大学病院の経営に関する調査結果（高額医薬品の管理-①）

・医薬品の購入総額に対して高額医薬品（薬価１０万円以上の医薬品）の購入額と購入割合
は、１大学病院当りで 約59億円となり購入額の 58％を占めている。
・高額医薬品は患者の様態変化等により投与できずに廃棄に至ることがあるが、今回の調
査では１大学病院当り１年間で 424万円分の高額医薬品が廃棄されていた。

○ 医薬品購入額と高額医薬品購入額 ○ 高額医薬品の廃棄理由と廃棄金額

10,060百万円

4,240千円

※全国医学部長病院長会議「大学病院の経営に関するアンケート調査（2025年2月）」
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３．大学病院の経営に関する調査結果（高額医薬品の管理-②）

・高額医薬品の管理や廃棄削減等のために高額医薬品以外の医薬品と比べて特に時間や人
員等が必要である。

○ 高額医薬品の在庫管理における課題

✓ 通常の医薬品と異なり、発注、検品、払い出し、受け取りに時間がかかる。
✓ 投与予定日や処方予定量の把握に時間がかかる。
✓ 患者ごとの投与スケジュール管理が必要となる。
✓ 患者の治療状況（継続、中止、変更など）の確認に時間がかかる。
✓ 冷所管理が必要な医薬品の管理にコストがかかる。
✓ SPD（院内物流管理システム）との連携に時間がかかる。
✓ 調製ミスによる廃棄を防ぐために薬剤師が調製する必要がある。
✓ 高額医薬品管理用システムの導入が必要。
✓ 院内配置型の医薬品トレーサビリティシステム導入に向けた検討。
✓ 高額なため、不良在庫や廃棄による損失が大きい。

※全国医学部長病院長会議「大学病院の経営に関するアンケート調査（2025年2月）」
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1,195 

1,667 
1,753 

1,959 

709 
791 

1,037 
1,159 

1,286 

-346 -406 

-624 -597 
-673 

67.3%

66.2%

62.2%

66.1%
65.7%

50.0%

55.0%

60.0%

65.0%

70.0%
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1,000

1,500

2,000

2,500

2016年度 2018年度 2020年度 2022年度 2023年度

消費税に関する状況（１大学病院当り）

控除対象外消費税 診療報酬におる補填額 消費税補填不足額（超過額） 補填率

百万円

３．大学病院の経営に関する調査結果（消費税額-①）

・２０１６年度から消費税額に関する状況を調査しているが、補填率は 60％台で推移してい
るが、消費税補填不足額を見ると１大学病院当り２０１６年度の 3.5億円から２０２３年度で
は ６．7憶円へと大幅に増加している。

※全国医学部長病院長会議「大学病院の経営に関するアンケート調査（2025年2月）」

○ 消費税に関する状況

消費税率 8％ 消費税率 10％

※補填額の推計として病院も診療所も含めた全体の改定率を用いている
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25,327 

28,240 28,540 

31,909 

35,402 

15,151 16,630 17,017 
19,327 

21,854 

1,706 
1,949 1,959 

2,296 

2,544 66.6%

65.8%

66.5%

67.8%

68.9%

64.0%

64.5%

65.0%

65.5%

66.0%

66.5%

67.0%

67.5%

68.0%

68.5%

69.0%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

2016年度 2018年度 2020年度 2022年度 2023年度

社会保険診療収入と課税仕入れの推移（１大学病院当り）

社会保険診療収入 課税仕入れ（診療経費：費用計上） 課税仕入れ(固定資産） 社会保険診療収入に占める課税仕入れの割合

百万円

３．大学病院の経営に関する調査結果（消費税額-②）

・２０１６年度から社会保険診療収入に占める課税仕入れの割合の推移をみると、２０16年
度は 66.6％であったが、２０２３年度調査では 2.3％上昇し、 68.9％となっていた。

※全国医学部長病院長会議「大学病院の経営に関するアンケート調査（2025年2月）」

○ 社会保険診療収入に対する課税仕入れの割合
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４．病院支出（費用）の推移（２０１８年度と２０２３年度の比較）

※国立大学病院長会議（全国42国立大学44附属病院を集計）AJMCで加工

・２０１8年度と２０２３年度の費用の推移は、20％増加している。内訳を見ると経営に直接
影響する経費（光熱水費ほか）が 37％増加、次に委託費が 28％増加している。

○ ２０１８年度と２０２３年度の費用の推移

費用

人件費

医薬品費

診療材料費

委託費

減価償却費

経費（光熱水費ほか）

その他経費

（内訳）

２０１８年度

２０２３年度 +20％

+１0％

+41％

+22％

+28％

+1％

+37％

+19％

医業費用

◆2024年度ベースアップ等 +2.5％
◆２０２5年度ベースアップ等 +2.0％
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4．まとめ

◎ 大学病院の経営基盤の強化が必要

・ 物価や賃金の上昇に応じてスライドする方式等の導入

・ 次期診療報酬改定による大学病院の医療機関機能の評価

〇 医師の働き方改革の推進に伴う財政支援（人件費）
大学病院が、教育・研究や地域の中核的医療機関としての地域医療の維持などに影響が出ないよう中核的な機能を維持し

ていくためには、医師の確保が重要であることから、大学病院で勤務する医師を含む医療従事者に対する処遇改善（給与の
見直し）が必要である。

〇 次期診療報酬改定への対応（個別事項）
【賃上げへの対応】

ベースアップ評価料等の収入額は 3.1億円増収となっているが、賃上げにより発生する経費は 5.4億円となること
から、１大学病院当り ２.3億円の独自負担が生じている。

【医療DXの推進】
国が進める医療DX施策の推進のためには、最低でも１大学病院当り 約８，130万円が必要となる。

【高額医薬品の取扱い】
高額医薬品の購入シェアが増加するなか、他の医薬品に比べ管理コストが大きくなっている。

【消費税額の補填】
大学病院では高額医療器等の購入があるため控除対象外消費税がかなりの負担となっている。

【大学病院の費用の推移】
５年間で物価高騰に伴い経営に直接影響する経費（光熱水費ほか）が 37％増加、委託費も 28％増加している。


